
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００１ 項　　目　　名 人権福祉センター管理費

予算書項目 管理運営費 ページ 19 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】 
　令和４年９月の台風第14号により、国府町人権福祉センター雨どいが破損した。

【事業の目的及び効果】 
　台風被害により、施設の使用や建物への影響が生じる事から早期に修繕を行う必
要がある。

【事業の内容】 
　国府町人権福祉センター雨どいの修繕

　※その他財源の諸収入は、全国市有物件災害共済金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 121 0 

社会福祉費

目 人権福祉センター管理費

補正前額 12,960 

要求額 121 

総務部長段階査定額 121 

地方債 0 0 

その他 60 0 

一般財源 61 諸収入 60 

計 121 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００２ 項　　目　　名 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費

予算書項目 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費 ページ 19 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1201（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】
　住居確保給付金の再支給制度（新型コロナウイルス感染症対応）について、申請
期限が令和４年12月末までから令和５年３月末まで延長された（令和４年10月28日
付け国通知）。

【事業の目的及び効果】 
　離職等により住居を失う恐れのある生活困窮者に対し家賃相当の「住居確保給付
金」を有期で支給。

【事業の内容】
　住居確保給付金　900千円（国費 3/4）
　・月平均支給額　３万円×10世帯×３月分

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 675 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 900 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 28,092 

要求額 900 

総務部長段階査定額 900 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 225 諸収入 0 

計 900 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００３ 項　　目　　名 地域食堂等物価高騰対策補助金（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 地域食堂ネットワーク運営補助金 ページ 19 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241

【１１次総の施策体系】1201（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　コロナ禍及び物価高騰の影響により、地域食堂及び利用者の負担が増加してお
り、負担軽減を図るための支援が必要である。

【事業の目的及び効果】 
　物価高騰の影響を受けている地域食堂及び利用者の負担軽減を図るため、食堂の
衛生用品購入経費や、休業期間にレトルト食品等を配布する経費を補助するもの。

【事業の内容】 
　地域食堂ネットワークへの補助金（補助率10/10）
　地域食堂ネットワークが必要となる衛生用品や利用者のためのレトルト食品等を
購入し、各地域食堂へ配布し、負担の軽減を図る。
　対象：地域食堂 22か所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,247 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,608 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 0 

要求額 3,608 

総務部長段階査定額 3,608 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 361 諸収入 0 

計 3,608 その他 0 

行財政改革課処理欄


